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大阪府ＤＩ・ＣＩの作成について 

 
経済調査部 動向調査課 

 

 当研究所では、大阪経済の景気動向をより的確に把握するため、
 ・ ・ ・ 

大阪府景気動向指数のＤＩ（ディフュージ

ョン・インデックス）及びＣＩ（コンポジット・インデックス）を毎月作成し、公表することにしました。な

お、従来から作成してきた近畿地区ＤＩ・ＣＩも、並行して作成、公表する予定です。 

 

１．採用系列 

大阪府ＤＩ・ＣＩの採用系列数は、先行指数 7 系列（近畿 9 系列）、一致指数 6 系列（同 7 系列－12 年 12

月までは8系列）、遅行指数6系列（同7系列）の、計 19系列（同 23系列）である。採用系列名は次表のと

おり。 

 先 行 系 列 一 致 系 列 遅 行 系 列 

１ 建設財生産指数 百貨店売場面積当たり販売額＊ 大阪地区機械受注額(船舶を除く民需) 

２ 生産財在庫率指数    Ｒ 大阪税関管内輸入通関額 製造工業在庫指数 

３ 新規求人倍率 製造工業生産指数 常用雇用指数産業計      ＊＃ 

４ 所定外労働時間     ＃ 生産財出荷指数 雇用保険受給者実人員      Ｒ 

５ 雇用保険初回受給者数  Ｒ 産業用大口電力使用量 大阪市消費者物価指数      ＊ 

６ 法人事業税調定額 有効求人倍率 近畿第二地銀貸出約定平均金利  ＊ 

７ 中小企業総合景況判断ＤＩ※   

(注)1. Ｒは逆サイクル。※は四半期原数値、＊は前年同月比、他は季節調整値。 

  2. ＃は事業所規模30人以上の調査産業計分。地域名表示がないものは大阪府分。 

 

２．採用系列の選定方法 

採用系列の選定は、次の方法で行った。 

(1) 季節調整値等の計算 

採用候補101系列について、原数値のほか、季節調整値（センサス局法X-12-ARIMAによる）、前年同月比

（四半期系列は前年同期比）を算出する（延べ303系列）。算出期間は原則として、昭和56年1月から平成

12年6月までの19年6か月（前年同月比は昭和57年1月からの18年6か月）。 

(2) 循環波動と山谷の検出 

延べ 303 系列のうち 42 系列について、近畿地区ＤＩによる景気転換点に対応した循環波動が観測される

ため、山谷年月を検出する（山谷年月の検出方法は、本誌 2000 年夏季号・No.431「近畿地区ＤＩによる景

気基準日付の設定について」を参照）。 

(3) 42系列の山谷年月と近畿地区の景気転換点との比較 

上記算出期間における景気転換点 7 回について、42 系列の山谷年月と近畿地区の景気転換点との月数差

を算出する。算出した各回の月数差について、系列ごとに次の計算を行う。 

(ｱ) 月数差がプラス・マイナス 3 以下であれば「一致」、マイナス 4 以下であれば「先行」、プラス 4 以上

であれば「遅行」として山谷を分類し、それぞれの回数を求める。 

(ｲ) 7回分の月数差の平均値を求める。 
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(4) 大阪府ＤＩの仮の一致系列の選出 

(3)の結果を利用して、次の条件により、仮の一致系列を選出する（結果的には上記一致系列と同じ）。 

(ｱ) 「一致」に分類される山谷の回数が多いこと。 

(ｲ) 月数差の平均値が3以下であること。 

(ｳ) (ｱ)及び(ｲ)の条件が近似している系列が複数ある場合、①経済活動の分野が重ならないこと、②大阪府

域の統計を優先すること、③月数差の標準偏差が小さいこと、をも条件に加える。 

その結果、上掲の一致系列と同じ6系列が、仮の一致系列として選出された。 

(5) 大阪府の仮の景気転換点の設定 

仮の一致 6 系列を用いて、大阪府の仮の景気転換点を設定する（景気転換点の設定方法は前掲誌を参照）。 

(6) 42系列の山谷年月と大阪府の仮の景気転換点との比較 

42系列の山谷年月と大阪府の仮の景気転換点とを比較し、前記(3)、(4)の計算を繰り返す。 

(7) 一致6系列の選定と、大阪府の景気転換点の設定 

(6)の結果、仮の一致 6 系列が、再度一致系列として選出されたため、それらを一致系列として選定する。

したがって、大阪府の景気転換点は、仮の景気転換点と同じになる（次表）。 

大阪府の景気転換点 山谷の別 近畿との月数差 全国との月数差  大阪府 近 畿 全 国 

① 昭和５８年 ３月 谷 ０ ＋１     

②   ６０年 ２月 山 －１ －４ 拡張月数 ２３ ２４ ２８ 

③   ６２年 １月 谷 ＋１ ＋２ 後退月数 ２３ ２１ １７ 

④ 平成 ２年１２月 山 －４ －２ 拡張月数 ４７ ５２ ５１ 

⑤    ６年 ２月 谷 ＋２ ＋４ 後退月数 ３８ ３２ ３２ 

⑥    ９年 ３月 山 －２ ０ 拡張月数 ３７ ４１ ４１ 

⑦   １１年 ４月 谷 ０ ０ 後退月数 ２５ ２３ ２５ 

(8) 一致系列の系列適合率の計算 

ＤＩ値は、系列ごとに3か月前のデータと比較した変化方向（プラス、保合い、マイナス）を数値化して

計算されるため、景気局面ごとの変化方向の出現頻度が重要である。そこで、7 回の景気転換点に挟まれた

6 回の景気拡張・後退期間について、拡張期におけるプラスの変化方向の出現頻度割合、あるいは後退期に

おけるマイナスの変化方向の出現頻度割合を算出し、これを適合率と呼ぶ。 

一致系列の6期平均の適合率は、百貨店売場面積当たり販売額と輸入通関額の値がやや低い（50％台後半

～60％台前半）ほかは、良好な結果（70％以上）を得ている。 

(9) 先行・遅行期間の設定と、系列適合率の計算 

先行系列及び遅行系列の選出に際して、循環波動を選択条件とするだけでは十分な数の系列を得られない。 

そこで、一致系列によって設定された景気拡張・後退期間の 6 か月先きを先行期間、6 か月後を遅行期間

と設定し、それぞれの期間における各系列の適合率を計算して、先行性と遅行性をテストする、。 

(10) 先行系列と遅行系列の選定 

(6)及び(9)の結果を勘案して、前掲の先行7系列、遅行6系列が選定された。 

 

３．大阪府ＤＩ・ＣＩの計算とＤＩ適合率の比較 

選定された採用系列を用いて、大阪府ＤＩ、ＣＩを計算する（後掲グラフを参照）。ＤＩの計算期間は昭

和57年4月以降、ＣＩの計算期間は昭和62年1月以降で、ＣＩは平成7年の平均を100とする指数である。 

得られたＤＩ値を基に、景気拡張・後退の6期間それぞれについて、先行指数、一致指数、遅行指数の別

にＤＩ適合率を算出する。ＤＩ適合率とは、景気拡張期においては「50％超」のＤＩ値が出現する頻度の割
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合、景気後退期においては「50％未満」のＤＩ値が出現する頻度の割合をいう（「50％」は0.5と評価）。 

先行、一致、遅行指数それぞれについて、6期平均のＤＩ適合率を近畿地区及び全国と比較したものが次

表である。大阪府ＤＩは、近畿地区ＤＩを上回り、全国ＤＩ並みの適合率を示している。 

先行ＤＩの適合率 (%) 一致ＤＩの適合率 (%) 遅行ＤＩの適合率 (%) 

大阪府 近 畿 全 国 大阪府 近 畿 全 国 大阪府 近 畿 全 国 

76.3 70.7 74.6 87.3 82.8 87.3 77.5 62.0 76.4 

 

４．大阪府ＤＩからみた大阪経済の景気動向 

大阪府ＤＩによって設定される7回の景気転換点を近畿及び全国と比較すると、次のような特徴がみられる

（上掲２(7)表を参照）。 

(ｱ) 大阪府の景気拡張への転換は、近畿、全国よりも遅い。 

景気の谷の回数 4 回のうち、2 回は近畿より遅く、3 回は全国より遅い。それら以外は近畿、全国と同

時で、大阪府の方が景気の谷を早く迎えたことはない。 

(ｲ) 大阪府の景気後退への転換は、近畿、全国よりも早い。 

景気の山の回数3回全部が近畿より早く、2回は全国より早い。全国との比較の残る1回も同時で、大

阪府の景気拡張が近畿、全国より遅くまで持ちこたえたことはない。 

(ｳ) 大阪府の好況は近畿、全国より短く、不況は長い。 

6 期の景気拡張・後退期間のうち、ただ 1 期を除いて、景気拡張期間は近畿、全国より短く、逆に景気

後退期間は長い。残る1期（後退期間）も全国と同期間で、大阪府の好況が近畿、全国より長く続いた、

あるいは不況が短くてすんだことはない。 

平均すると、大阪府の景気拡張期間は近畿より 3.3 か月、全国より 4.3 か月短く、景気後退期間は近

畿より3.3か月、全国より4か月長い。 

(ｴ) 大阪府ＤＩの特性を考慮しても、事態は改善しない。 

大阪府ＤＩは一致指数の採用系列数が6系列と偶数であるため、景気基準日付の設定に用いられるヒス

トリカルＤＩが、景気転換点付近で 50％の値をとることがある。この場合、50％を下回るあるいは上回

るまでは景気局面が転換したとは判断されない。 

そこで、仮に、ヒストリカルＤＩが 50％に達した時点で景気が転換したとみなした場合に、状況がど

のように変化するかをシミュレートしてみる。すると、近畿及び全国より景気の谷を早く迎えることにな

る場合が1回あるだけで（大阪府の景気の谷が昭和58年 3月から1月へ繰り上がり、近畿より2か月、

全国より1か月早くなる）、全体として目立った変化は生じない。 

 

５．大阪府景気動向指数の作成期日 

大阪府ＤＩ･ＣＩの作成期日を近畿地区、全国と比較して示すと、次表のようになる。 

地 域 最速の作成･公表期日 13 年 7 月 の 実 績 

大阪府 当月初旬に3か月前分の確報を作成 (7月初旬に4月分確報を作成)  

近 畿 当月中旬に2か月前分の速報を作成  7月2日に4月分確報を作成 7月20日に5月分速報を作成 

全 国 当月初旬に2か月前分の速報を公表  7月5日に5月分速報を公表 7月17日に5月分速報改訂値を公表 

大阪府ＤＩ･ＣＩの場合は、主要な採用系列のデータの公表が月末になるため、速報の作成ができない。 

大阪府及び近畿地区ＤＩ･ＣＩは、四半期ごとに本誌に掲載するとともに、各月分は当研究所のホームペー

ジで公表します。 



大阪府ＤＩ･ＣＩの推移

Ｄ Ｉ 先 行 指 数

Ｄ Ｉ 一 致 指 数

Ｄ Ｉ 遅 行 指 数

Ｃ　Ｉ

(注) ＣＩは、1995(平成７)年＝100。無色部分は景気拡張期、着色部分は景気後退期。
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